
大阪府後期高齢者医療広域連合女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 

 

平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ２ ８ 日               

大阪府後期高齢者医療広域連合告示第１５号 

 

１ はじめに 

 平成２７年８月２８日「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女

性活躍推進法」という。）が成立しました。 

 女性活躍推進法第１５条に基づき、地方公共団体は、女性の活躍状況を把握、改善す

べき事情を分析し、その把握分析を踏まえて数値目標や取組の内容及び実施時期を定め

る「特定事業主行動計画」を策定し、公表することを求められています。 

 大阪府後期高齢者医療広域連合女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画

（以下「本計画」という。）は、女性活躍推進法第１５条に基づき、大阪府後期高齢者医

療広域連合長（以下「広域連合長」という。）が策定する特定行動事業主計画です。 

 

２ 計画期間 

 本計画の期間は、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間としま

す。 

 

３ 状況の把握 

 (1) 大阪府後期高齢者医療広域連合について 

 大阪府後期高齢者医療広域連合（以下「本広域連合」という。）は、「後期高齢者医

療制度」の施行に伴い、大阪府内の全市町村によって構成される広域連合として設立

された特別地方公共団体です。 

 全職員が大阪府内の市町村からの地方自治法第２５２条の１７第１項に基づき派遣

された職員であり、本広域連合が採用・昇進・人事評価等の人事政策を独自に実施す

ることはできません。 

 そのため、人事行政における広域連合長の裁量の余地は乏しく、対応可能な項目は

事務の運営に係る事項に限定されます。 

 

 (2) 把握項目について 

期間をもって状況を把握する項目については平成２６年度をその期間とし、時点を

もって状況を把握する項目については平成２６年度末をその時点とします。 

 

① 採用した職員に占める女性職員の割合 

平成２６年度において、職員採用はありませんでした。 

 

② 平均した継続勤務年数の男女の差異 

平成２６年度末時点において、全職員が地方自治法第２５２条の１７第１項に基



づく派遣職員であるため、把握の対象となる職員が存在しません。 

 

③ 職員１人当たりの各月ごとの超過勤務時間（小数点第２位で四捨五入） 

   平成２６年度の職員１人当たりの各月ごとの超過勤務時間は以下のとおりです。 

年間を通じた１月あたりの平均超過勤務時間は１人当たり１１時間２６分でした。 

４月 １８．２時間 

５月 １６．５時間 

６月 １５．４時間 

７月 ９．９時間 

８月 ８．９時間 

９月 ９．１時間 

１０月 １４．５時間 

１１月 ８．２時間 

１２月 １０．３時間 

１月 １０．１時間 

２月 １２．２時間 

３月 １６．７時間 

平均 １１．４時間 

 

④ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

平成２６年度末時点において、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合は

以下のとおりです。 

事務局長 ０％ 

次長 ０％ 

課長 ０％ 

 

⑤ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（小数点第２位で四捨五入） 

平成２６年度末時点において、各役職段階にある職員に占める女性職員の割合は

以下のとおりです。 

グループ長 １６．７％ 

主査 ４０．０％ 

 

⑥ 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 

平成２６年度において、育児休業を取得した職員はいませんでした。 

 

⑦ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数

（小数点第２位で四捨五入） 

平成２６年度において、配偶者が出産した男性職員の配偶者出産休暇及び育児参

加のための休暇取得率及び平均取得日数は以下のとおりです。 



 休暇取得率 平均取得日数 

配偶者出産休暇 ４０％ ２．５日 

育児参加のための休暇 ６０％ １．７日 

 

４ 状況の分析 

 (1) 把握項目の分析について 

   前項３(2)①～⑦の項目について分析した結果を以下に示します。 

 

① 採用した職員に占める女性職員の割合 

 全職員が大阪府内の市町村からの地方自治法第２５２条の１７第１項に基づき派

遣された職員であり、広域連合長に裁量の余地が乏しいため、対応可能な課題はあ

りません。 

 

② 平均した継続勤務年数の男女の差異 

全職員が大阪府内の市町村からの地方自治法第２５２条の１７第１項に基づき派

遣された職員であり、広域連合長に裁量の余地が乏しいため、対応可能な課題はあ

りません。 

 

③ 職員１人当たりの各月ごとの超過勤務時間 

全職員が大阪府内の市町村からの地方自治法第２５２条の１７第１項に基づき派

遣された職員であり、代替可能な人員を配置できないことから課題に対する対応は

困難ですが、超過勤務時間の月ごとの水準に偏りが認められるため、改善の余地が

あります。 

 

④ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

全職員が大阪府内の市町村からの地方自治法第２５２条の１７第１項に基づき派

遣された職員であり、広域連合長に裁量の余地が乏しいため、対応可能な課題はあ

りません。 

 

⑤ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

全職員が大阪府内の市町村からの地方自治法第２５２条の１７第１項に基づき派

遣された職員であり、広域連合長に裁量の余地が乏しいため、対応可能な課題はあ

りません。 

 

⑥ 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 

全職員が大阪府内の市町村からの地方自治法第２５２条の１７第１項に基づき派

遣された職員であり、広域連合長に裁量の余地が乏しいため、対応可能な課題はあ

りません。 

 



⑦ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数 

配偶者が出産した職員のうち、両休暇のいずれかを取得した職員が６０％を占め

ており、十分な休暇取得率と評価できますが、休暇の取得が特定の職員に偏ってお

り、休暇制度の周知に課題があります。 

 

 (2) 本広域連合の課題について 

   以上の分析に基づき、本広域連合においては、超過勤務時間を引き下げること並び

に配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇制度の周知を図ることが課題となります。 

 

５ 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及び数値目標 

 (1) 職員１人当たりの各月ごとの超過勤務時間の引き下げについて 

平成３３年度までに、職員の平均超過勤務時間を、平成２６年度の実績（月１１時

間２６分）から２％以上引き下げ、１１時間１２分以内にします。 

 

 (2) 配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇制度の周知について 

全職員に対し、両休暇制度の周知を図るよう努めます。 


